
・教科等や教職に関する専門的な知識・技能

・子ども理解力

・特別な配慮や支援を必要とする子どもへの対応力

・組織的・協働的な課題対応・解決能力

「北海道における教員育成指標」に示す資質能力のうち、本講座で取り扱う内容

特別支援教育①
※特別支援学校

担当：特別支援教育課指導係



個々の児童又は生徒が自立を目指し、障害による学習上又は生活上の困
難を主体的に改善・克服するために必要な知識、技能、態度及び習慣を養
い、もって心身の調和的発達の基盤を培う。

「特別支援学校小学部・中学部学習指導要領（平成29年４月告示）」

自立活動の目標

自立活動の意義

「自立」
・児童生徒がそれぞれの障がいの状態や発達の段階等に応じて主体的に自己の力を可能な限り発揮し、
よりよく生きていこうとすること

「障害による学習上又は生活上の困難を主体的に改善・克服する」
・児童生徒の実態に応じ、日常生活や学習場面等の諸活動において、その障がいによって生ずるつま
ずきや困難を軽減しようとしたり、また、障がいがあることを受容したり、つまずきや困難の解消
のために努めたりすること

障がいや疾病そのものにのみ
着目して指導内容を設定

一人一人の学習場面や生活場面において生ずるつまずきや

困難を明らかにした上で指導内容を設定することが必要



「調和的発達の基盤を培う」
・一人一人の児童生徒の発達の遅れや不均衡を改善したり、発達の進んでいる側面を更に伸ばすこと
によって遅れている側面の発達を促すようにしたりして、全人的な発達を促進すること

個々の障がいによる学習上又は生活上
の困難を改善・克服するための指導

系統的・段階的な指導
育成すべき
資質・能力各教科

自立活動（調和的発達の基盤）

調和的発達

・その障がいによって、日常生活や学習場面において様々なつまずきや困難が生じる
・心身の発達の段階等を考慮して教育するだけでは不十分

自立活動の目標

自立活動の意義

支え

個々の児童又は生徒が自立を目指し、障害による学習上又は生活上の困
難を主体的に改善・克服するために必要な知識、技能、態度及び習慣を養
い、もって心身の調和的発達の基盤を培う。

「特別支援学校小学部・中学部学習指導要領（平成29年４月告示）」



（特別支援学校の目的）

特別支援学校は、視覚障害者、聴覚障害者、知的障害者、肢体不自由者又は病弱者
（身体虚弱者を含む。以下同じ。）に対して、幼稚園、小学校、中学校、高等学校に準ず
る教育を施すとともに、障害による学習上又は生活上の困難を克服し自立を図るため
に必要な知識技能を授けることを目的とする。 「学校教育法第72条」

授業時間を特設して行う自立活動の時間における指導を中心とし、各教科等の指導
においても、自立活動の指導と密接な関連を図って行わなければならない。

特別支援学校の教育課程において
特別に設けられた指導領域

自立活動

自立活動の教育課程上の位置付け（特別支援学校）

自立活動の意義



自立活動の教育課程上の位置付け（特別支援学校）

特別支援学校の小学部の教育課程は、国語、社会、算数、理科、生活、音楽、図画工作、家庭及び体育の各教科、
特別の教科である道徳、外国語活動、総合的な学習の時間、特別活動並びに自立活動によって編成するものとする。

２ 前項の規定にかかわらず、知的障害者である児童を教育する場合は、生活、国語、算数、音楽、図画工作及び

体育の各教科、特別の教科である道徳、特別活動並びに自立活動によって教育課程を編成するものとする。

「学校教育法施行規則第126条」

学校における自立活動の指導は、

自立活動の時間はもとより、学校の教育活動全体を通じて適切に行うものとする。

各教科の指導
（学習上の困難等への配慮）

自立活動の時間における指導
（学習上または生活上の困難を改

善・克服するための指導） 密接な関連

※ 各教科等を合わせた指導を行う場合においても、自立活動について個別の指導計画を作成し、
指導目標や指導内容を明記する必要がある。

個別の課題に対して、どの場面でどのような指導や配慮を行うのか

自立活動の意義



（特別支援学級における特別の教育課程）

障害による学習上又は生活上の困難を克服し自立を図るため、特別支援学校小学
部・中学部学習指導要領第７章に示す自立活動を取り入れること。

「小学校（中学校）学習指導要領（平成29年3月告示）」

小学校、中学校若しくは義務教育学校又は中等教育学校の前期課程における特別支
援学級に係る教育課程については、特に必要がある場合は、（中略）特別の教育課程
によることができる。 「学校教育法施行規則第138条」

自立活動の教育課程上の位置付け（特別支援学級）

自立活動の意義



小学校、中学校若しくは義務教育学校又は中等教育学
校の前期課程において、次の各号のいずれかに該当する
児童又は生徒（特別支援学級の児童及び生徒を除く。）
のうち当該障害に応じた特別の指導を行う必要があるもの
を教育する場合には、文部科学大臣が別に定めるところに
より、（中略）特別の教育課程によることができる。

「学校教育法施行規則第140条」

一 言語障害者
二 自閉症者
三 情緒障害者
四 弱視者
五 難聴者
六 学習障害者
七 注意欠陥多動性障害者
八 その他障害のある者で、この条の
規定により特別の教育課程による教
育を行うことが適当なもの

（通級による指導における特別の教育課程）

特別支援学校小学部・中学部学習指導要領第７章に示す自立活動の内容を参考とし、
具体的な目標や内容を定め、指導を行うものとする。その際、効果的な指導が行われ
るよう、各教科等と通級による指導との関連を図るなど、教師間の連携に努めるもの
とする。 「小学校（中学校）学習指導要領（平成29年3月告示）」

自立活動の教育課程上の位置付け（通級による指導）

自立活動の意義



自立活動の指導の特色

自立活動の指導の基本

自立活動の指導に当たっては、個々の児童又は生徒の障害の状態や特性
及び心身の発達の段階等の的確な把握に基づき、指導すべき課題を明確に
することによって、指導目標及び指導内容を設定し、個別の指導計画を作
成する。

「特別支援学校小学部・中学部学習指導要領（平成29年４月告示）」

自立活動の指導計画は個別に作成されることが基本であり、最初から集団で指導
することを前提とするものではない点に留意

個別指導の形態で行われることが多いが、指導目標（ねらい）を達成する上で効果的で
ある場合には、幼児児童生徒の集団を構成して指導することも考えられる。

個別の指導計画に基づく指導



自立活動の「内容」は、多くの具体的な指導内容から、

を抽出し、それらの中から代表的な要素を27の「項目」として示している。

自立活動の内容と取扱いについて

自立活動の指導の基本

（前略）内容の中からそれぞれに必要とする項目を選定し、それらを相互
に関連付け、具体的に指導内容を設定するものとする。

「特別支援学校小学部・中学部学習指導要領（平成29年４月告示）」

自立活動の「内容」は、各教科等のようにそのすべてを取り扱うものではなく、
個々の幼児児童生徒の実態に応じて必要な項目を選定して取り扱うものである。

人間としての基本的な行動を遂行するために必要な要素

障がいによる学習上又は生活上の困難を改善・克服するために必要な要素



知的障害者である幼児児童生徒に対する教育を行う特別支援学校に在学する幼児児
童生徒には、全般的な知的発達の程度や適応行動の状態に比較して、言語、運動、動
作、情緒、行動等の特定の分野に、顕著な発達の遅れや特に配慮を必要とする様々な
状態が知的障害に随伴して見られる。そのような障害の状態による困難の改善等を図
るためには、自立活動の指導を効果的に行う必要がある。

「特別支援学校教育要領・学習指導要領解説自立活動編（幼稚部・小学部・中学部）平成30年３月」

育成すべき
資質・能力

知的障がい特別支援学校
の各教科

自立活動（調和的発達の基盤）

調和的発達

支え

特定の領域における発達の遅れや偏り、特に配慮を必要とする状態に対する指導

全般的な知的発達の遅れや適応行動の不十分さに対する指導

特に必要がある場合
には、合わせて指導

知的障がい特別支援学校における自立活動

自立活動の指導の基本


